
２０１２年２月１日 こくろう み と 第１１号

「
人
事
・
賃
金
制
度
の
見
直
し

に
つ
い
て
（
修
正
）
」
が
提
案

さ
れ
る

国
労
東
日
本
本
部
は
１
月
25

日
、
「
人
事
・
賃
金
制
度
の
見

直
し
に
つ
い
て
（
修
正
）
」
の

提
案
を
Ｊ
Ｒ
東
日
本
よ
り
受
け
、

会
社
側
は
、
４
月
１
日
の
新
制

度
実
施
を
め
ざ
し
て
各
組
合
と

の
交
渉
を
行
い
、
今
回
の
修
正

提
案
は
最
終
提
案
で
あ
る
と
表

明
し
ま
し
た
。

【
経
過
措
置
】

５
５
歳
以
上
の
基
本
給
の
取
り

扱
い
（
要
約
）

◆
提
案
◆

①
現
在
５
７
歳
、
５
８
歳
、
５

９
歳
の
社
員
（
昭
和
３
０
年
３

月
１
日
以
前
に
生
ま
れ
た
社
員
）

の
２
０
％
減
額
を
見
直
し
て
、

現
行
基
本
給
の
８
５
／
８
０
に

引
き
上
げ
る
。
５
５
歳
時
の
基

本
給
額
の
８
０
％
か
ら
８
５
％

に
ア
ッ
プ
す
る
。

②
現
在
５
４
歳
、
５
５
歳
、
５

６
歳
の
社
員
（
昭
和
３
０
年
３

月
２
日
以
降
、
昭
和
３
２
年
４

月
１
日
以
前
に
生
ま
れ
た
社
員
）

は
、
９
０
％
へ
の
減
額
は
変
更

な
い
が
、
５
７
歳
か
ら
は
８
５

％
と
な
る
。

◆
修
正
◆

①
現
在
５
７
歳
、
５
８
歳
、
５

９
歳
の
社
員
（
昭
和
３
０
年
３

月
１
日
以
前
に
生
ま
れ
た
社
員
）

の
２
０
％
減
額
を
見
直
し
て
、

現
行
基
本
給
の
８
６
／
８
０
に

引
き
上
げ
る
。
５
５
歳
時
の
基

本
給
額
の
８
０
％
か
ら
８
６
％

に
ア
ッ
プ
す
る
。

②
現
在
５
４
歳
、
５
５
歳
、
５

６
歳
の
社
員
（
昭
和
３
０
年
３

月
２
日
以
降
、
昭
和
３
２
年
４

月
１
日
以
前
に
生
ま
れ
た
社
員
）

は
、
９
０
％
へ
の
減
額
に
変
更

は
な
い
が
、
５
７
歳
か
ら
は
８

６
％
と
な
る
。

※
詳
細
は
業
連
第
１
０
５
４
号

国労水戸地方本部

水戸市中央1-1-11

ENYビル2F

029-221-4008
発行責任者 大和田亨

編集責任者 坂本公則

２
０
１
２
年
春
闘
は
、
「
構
造
改
革
」
路
線
を

進
め
よ
う
と
す
る
財
界
・
政
府
と
対
決
す
る
闘

い
を
地
域
と
職
場
か
ら
作
り
出
す
こ
と
が
求
め

ら
れ
て
い
ま
す
。
財
界
の
攻
撃
に
対
す
る
労
働

者
の
対
決
軸
と
し
て
雇
用
・
賃
金
・
社
会
保
障

の
充
実
を
ス
ロ
ー
ガ
ン
に
し
て
、
政
治
の
革
新

を
め
ざ
す
闘
い
と
国
民
要
求
を
結
合
さ
せ
力
を

集
中
さ
せ
ま
し
ょ
う
。

賃 上 げ

原発を
なくせ 社会

保障
の充

実

２
０
１
２
年
春
闘
は
、

東
日
本
大
震
災
か
ら
の
復

旧
と
復
興
、
そ
し
て
現
在

も
続
く
原
発
事
故
、
世
界

的
な
金
融
不
安
な
ど
、
こ

れ
ま
で
に
な
い
条
件
の
も

と
で
の
闘
い
が
予
想
さ
れ

ま
す
。

国
労
は
、
２
０
１
２
年

春
闘
で
震
災
を
口
実
と
し

た
雇
用
と
労
働
条
件
の
改

悪
を
阻
止
し
、
被
災
地
へ

の
復
興
・
支
援
を
強
め
、

災
害
に
強
く
安
心
し
て
暮

ら
せ
る
社
会
を
つ
く
ら
ね

け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

い
ま
こ
そ
長
期
に
わ
た

る
賃
金
抑
制
政
策
を
打
破

し
、
大
企
業
の
内
部
留
保

を
労
働
者
・
国
民
に
還
元

さ
せ
、
内
需
拡
大
で
景
気

回
復
を
図
り
、
Ｔ
Ｐ
Ｐ
参

加
な
ど
国
内
産
業
を
無
視

し
た
自
由
貿
易
政
策
へ
の

反
対
、
税
と
社
会
保
障
の

一
体
化
に
よ
る
消
費
税
増

税
や
年
金
、
医
療
の
改
悪

阻
止
、
労
働
法
制
の
形
骸

化
、
雇
用
安
定
と
働
く
ル
ー

ル
の
確
立
、
賃
金
の
底
上

げ
を
図
る
こ
と
。

そ
し
て
脱
原
発
、
核
エ

ネ
ル
ギ
ー
の
政
策
転
換
、

戦
争
阻
止
、
核
の
な
い
世

界
、
基
地
の
な
い
平
和
な

日
本
な
ど
国
民
的
課
題
と

結
び
つ
け
闘
い
ま
し
ょ
う
。

Ｊ
Ｒ
の
安
全
輸
送
確
立
、

労
働
条
件
改
善
、
組
織
拡

大
・
強
化
を
追
及
し
、
Ｊ

Ｒ
及
び
関
連
労
働
者
の
組

織
化
と
非
正
規
の
正
社
員

化
、
待
遇
改
善
の
取
り
組

み
に
全
力
を
あ
げ
ま
し
ょ

う
。国

労
は
２
０
１
２
年
度

賃
金
引
上
げ
要
求
を
２
月

８
日
に
労
働
条
件
改
善
要

求
と
合
わ
せ
一
斉
申
入
れ

を
行
い
ま
す
。

【内部留保のわずか3.94％で実現可能】

（１）正規労働者の賃金を月1万円引き上げ、（２）

パートタイム労働者の時給１００円引き上げ、（３）

不払い残業（サービス残業）の根絶、（４）年次有

給休暇の完全取得、（５）週休２日制の完全実施。

これらの改善で増加する現金給与総額１８兆１３７

３億円は、企業の側から見れば人件費の増加になる

が、２０１０年度末で４６０．９兆円もの内部留保

（資本金１０億円以上）の大企業だ

けで（２６６．２兆円）が溜まって

おり、わずか３.９４％を充てれば実

現可能です。


